
○館山市中高層建築物の建設に関する指導要綱 

平成元年１２月７日告示第１０８号 

改正 

平成３年７月１７日告示第５６号 

平成８年３月２９日告示第３２号 

平成１９年３月３０日告示第４４号 

平成２３年３月２２日告示第１８号 

館山市中高層建築物の建設に関する指導要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は，館山市において中高層建築物の建設を行う者等に対し，都市景観

の保護，市民の生活環境の保全等の基本事項を定め，都市としての健全な発展に寄

与するため，必要な行政指導に関する事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(１) 中高層建築物 別表に掲げる建築物をいう。 

(２) 建設 中高層建築物を新築し，増築し，改築し，又は移転することをいい，外構工事

を含む。 

(３) 建築主 中高層建築物に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によらな

いで自らその工事をする者をいう。 

(４) 建築主等 中高層建築物の建築主，設計者，工事管理者又は工事施工者をいう。 

(５) 近隣住民 次に掲げる者をいう。 

ア 冬至において，午前９時から午後３時までの間に日影を生ずる範囲内に居住する者

又は土地若しくは建築物を所有する者 

イ 中高層建築物による電波障害等の影響を受けるおそれのある居住者 

(６) 商業地域，近隣商業地域，準工業地域又は第一種住居地域 それぞれ，都市計画

法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に掲げる商業地域，近隣商業地域，

準工業地域又は第一種住居地域をいう。 

(７) 中高層共同住宅 中高層建築物のうち，分譲方式又は賃貸方式によって供給され

る共同住宅をいい，その高さが商業地域にあっては，２０メートルを超えるもの，それ以

外の地域にあっては，１３メートルを超えるものをいう。 

（建築主等の責務） 

第３条 建築主は，中高層建築物の建設計画に当たっては，周囲の環境及び景観を保

持するとともに街並み景観形成に配慮しなければならない。 

２ 建築主等は，その建設事業により近隣住民等と紛争を生じないよう十分留意するもの

とし，紛争が生じた場合は，建築主等の責任において解決を図らなければならない。 



（標識の設置） 

第４条 建築主は，近隣居住者に建築計画の内容を周知させるため，建設予定事業表

示板（別記第１号様式）に定める標識を当該建築敷地内の見やすい場所に設置しな

ければならない。この場合において，当該標識設置期間は建築確認の標識を設置す

るまでとする。 

（環境保全） 

第５条 建築主は，次に掲げる事項に留意して近隣住環境の保全並びに災害及び公害

等の発生を未然に防止するよう努めなければならない。 

(１) 日影に関する事項 

近隣商業地域及び準工業地域においては，館山市の第一種住居地域における建

築基準法第５６条の２の規定を準用するものとする。 

(２) 風害に関する事項 

建築主は，中高層建築物の計画に当たり近隣の住宅等に対し風害による影響をで

きるだけ及ぼさないように配慮するものとする。 

(３) 電波障害に関する事項 

建築主は，中高層建築物の建設によって周辺地域に電波障害が発生するおそれ

がある場合は，事前に当該地域の電波の状態を調査するものとし，電波障害が発生

するときは，建築主の責任においてその障害対策として必要な措置を講じなければな

らない。 

（中高層共同住宅の緑化整備） 

第６条 中高層共同住宅の敷地の外縁部には，商業地域以外の用途地域及び用途地

域の指定のない地域については幅員１メートル以上の緑地帯を設けるものとする。た

だし，出入りの用に供する部分等を除く。 

２ 前項の緑地帯は，建築基準法施行条例（昭和３６年千葉県条例第３９号）第５０条の３

第１項第２号に規定する避難上有効な幅員４メートルの空地と重複しないものとする。 

（中高層共同住宅の駐車施設） 

第７条 建築主は，敷地内には戸数の５分の４以上の台数の自動車を駐車させることが

できる駐車場を確保しなければならない。ただし，市長が周囲の状況等によりやむを

得ないと認めるものについては，その比率を敷地内において戸数の５分の３以上，か

つ，敷地周囲３００メートル以内において５分の１以上とすることができる。 

２ 千葉県宅地開発事業指導要綱（昭和５０年千葉県制定）又はリゾート開発事業の適

正誘導に関する指導要綱（平成３年千葉県制定）の適用を受ける事業については，前

項の規定にかかわらず，それぞれこれらの要綱に定めるところによるものとする。 

（中高層共同住宅の管理） 

第８条 建築主は，事業区域内の施設で自ら管理することとなるものについて，事前に管

理体制を明確にしておくものとする。 



２ 建築主は，戸数が３０戸以上の中高層共同住宅にあっては管理人を置いて施設の維

持管理に当たらせるものとする。 

（中高層共同住宅建設に係る事前協議） 

第９条 建築主は，建築確認申請書を提出する３０日前までに，事業計画の内容につい

て，市長に中高層共同住宅建設事業事前協議書（別記第２号様式）を提出し協議し

なければならない。計画変更の場合も，同様とする。ただし，館山市宅地等開発事業

に関する指導要綱（昭和４８年告示第２７号）の適用を受ける事業については，同要綱

に基づく宅地等開発事前審査協議書の提出に併せて提出するものとする。 

２ 建築主は，前項の事前協議には，次に掲げる図書を添付するものとする。 

(１) 建築計画書（別記第３号様式） 

(２) 付近見取図 縮尺１万分の１以上 

(３) 配置図（敷地利用計画記入のこと） 縮尺５００分の１以上 

(４) 各階平面図 縮尺５００分の１以上 

(５) ２面以上の立面図 縮尺５００分の１程度 

(６) 断面図 縮尺５００分の１以上 

(７) 完成予定図（透視図，模型等） 

(８) 日影図 

(９) 付近状況図（近隣住民の範囲を明示したもの） 

(１０) 協議計画報告書 

(１１) その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項に規定する協議が整ったときは，協定書を交換するものとする。 

（近隣住民に対する説明） 

第１０条 建築主は，中高層共同住宅建設事業事前協議書を提出する前に，近隣住民

に対し事業計画の内容について説明し，協議するものとする。ただし，市長が認めるも

のについては，説明及び協議の時期を別に定めることができる。 

（その他） 

第１１条 この要綱によるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この告示は，平成２年１月１日から施行する。 

附 則（平成３年７月１７日告示第５６号） 

１ この告示は，平成３年７月２０日から施行する。 

２ この告示の施行の際，事前協議等により既に相当程度の協議調整がなされていると

認められるものに係るこの告示の適用に関しては，別途協議できるものとする。 

附 則（平成８年３月２９日告示第３２号） 

この告示は，平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日告示第４４号） 



この告示は，公示の日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２２日告示第１８号） 

この告示は，公示の日から施行する。 

別表 

  

地域又は区域 対象建築物 

第１種中高層住居専用地域，第１種住居地域又は

第２種住居地域 

高さが１０メートルを超える建築物 

商業地域 高さが２０メートルを超える建築物 

上記以外の区域 高さが１３メートルを超える建築物 

 

備考 

建築物が２以上の用途地域にまたがる場合は，高さの低い方の区分を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記 

 

第１号様式 

（第４条）

 

 

 

 

 

 



第２号様式 

（第９条第１項） 

 

 

 

 

 

 

 



 

第３号様式 

（第９条第２項第１号） 

 


